
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

２．資本構成 

【大株主の状況】

 

補足説明

 

３．企業属性 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE SHIMIZU CORPORAITON

最終更新日：2015年6月26日
清水建設株式会社

取締役社長 宮本 洋一

問合せ先：コーポレート企画室 経営企画部長 鈴木 恭一 03-3561-1015 

証券コード：1803

http://www.shimz.co.jp/

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

当社は、健全な成長・発展を図るため、経営の意思決定と業務執行において、迅速性・効率性・適法性・透明性の高い経営を目指しております。
このため、経営戦略機能と業務執行機能を明確に分離するとともに、それぞれの職務執行を取締役会及び監査役が的確に監督・監査する体制
を築くこと、併せてすべての取締役、執行役員、監査役及び従業員が高い企業倫理観に基づいたコンプライアンス経営を実践することを、コーポ
レート・ガバナンスの基本的な方針としております。 

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

清水地所株式会社 60,129,783 7.63

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 41,032,000 5.20

社会福祉法人清水基金 38,100,000 4.83

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 25,196,000 3.20

清水建設持株会 21,258,995 2.70

一般財団法人住総研 17,420,564 2.21

株式会社みずほ銀行 16,197,000 2.05

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4） 11,756,000 1.49

第一生命保険株式会社 10,564,730 1.34

富国生命保険相互会社 10,552,000 1.34

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

上記【大株主の状況】は、平成27年３月31日現在の状況を記載しております。 

上場取引所及び市場区分 東京 第一部、名古屋 第一部

決算期 3 月

業種 建設業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1兆円以上

直前事業年度末における連結子会社数 50社以上100社未満

――― 

当社は上場子会社を有しておりません。 
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Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

会社との関係(1)

 

会社との関係(2)

 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 11 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数 2 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

竹内 洋 他の会社の出身者 △

村上 文 その他 ○

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
独立 
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

竹内 洋 ○

竹内洋氏は、当社と運転資金の借入、工
事の請負などの取引がある株式会社日
本政策投資銀行において、平成25年５月
まで取締役常務執行役員を務めておりま
した。なお、平成27年３月末時点における
同社からの借入金残高は、当社の同時点
における負債総額の１.0％未満であり、平
成26年度における同社からの受注高は、
当社の同年度における受注総額の0.1％
未満であります。

竹内洋氏は、長年にわたり金融行政・企業経
営に携わった経験・見識及び弁護士としての
専門的知見を有しており、これらを当社の経営
に生かしていただいていることから、社外取締
役として適任と判断しております。また、一般
株主と利益相反の生じるおそれはないため、
独立役員に指定しております。

村上 文 ○

村上文氏は、当社と工事の請負などの取
引のある学校法人帝京大学において、現
在教授を務めております。なお、平成26年
度における同法人からの受注高は、当社
の同年度における受注総額の0.1％未満
であります。

村上文氏は、長年にわたり労働厚生行政に携
わった経験・見識及び大学の法学部教授とし
ての専門的知識・経験を有しており、これらを
当社の経営に活かしていただけるものとして、
社外取締役として選任しております。また、一
般株主と利益相反の生じるおそれはないた
め、独立役員に指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし
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【監査役関係】 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

会社との関係(1)

 

会社との関係(2)

 

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 5 名

１．監査役は、会計監査人の監査計画策定時に監査体制、監査に関する品質管理等について聴取するとともに、四半期決算期末後に監査の結
果報告を受けるほか、適宜、会計監査人監査に立ち会う等の連携をとっております。 
 
２．業務執行部門の活動全般に関して内部監査を実施するため監査部を設置しており、監査役全員が出席する取締役会において承認された監
査計画に基づく監査結果を、適宜、取締役に報告するとともに、監査役及び会計監査人に報告しております。 

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

浅倉 信吾 他の会社の出身者 △

首藤 新悟 他の会社の出身者 △

西川 徹矢 その他 ○

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

氏名
独立 
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

浅倉 信吾 ○

浅倉信吾氏は、当社と運転資金の借入、
工事の請負、株主名簿管理業務委託など
の取引がある三菱UFJ信託銀行株式会
社において、平成20年６月まで専務執行
役員、平成25年６月までは同社の常勤監
査役を務めておりました。なお、平成27年
３月末時点における同社からの借入金残
高は、当社の同時点における負債総額の
2.0％未満であり、平成26年度における同
社からの受注高は、当社の同年度におけ
る受注総額の0.1％未満であります。

浅倉信吾氏は、長年にわたり金融機関役員と
して経営に携わった豊富な経験と卓越した見
識を有しており、これらを活かして、当社の経
営を客観的、中立的な立場から監視していた
だいていることから、社外監査役として適任と
判断しております。また、一般株主と利益相反
の生じるおそれはないため、独立役員に指定
しております。

首藤 新悟 ○

首藤新悟氏は、当社と工事請負などにか
かる損害保険の付保、工事の請負といっ
た取引がある東京海上日動火災保険株
式会社において、平成23年８月まで顧問
を務めておりました。なお、平成26年度の
同社への保険料支払額は、当社の同年
度における営業費用の0.2％未満であり、
平成26年度における同社からの受注高
は、当社の同年度における受注総額の

首藤新悟氏は、長年にわたり防衛関係の仕事
に携わったことから、様々なリスクマネジメント
等に関する豊富な経験と卓越した見識を有し
ており、当社経営陣から独立した立場で、公
平、公正の観点から客観的な意見を述べ、そ
の職責を果たしていただいていることから、社
外監査役として適任と判断しております。ま
た、一般株主と利益相反の生じるおそれはな
いため、独立役員に指定しております。
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【独立役員関係】 

その他独立役員に関する事項 

【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明 

該当項目に関する補足説明 

【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明

 

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

 

0.1％未満であります。

西川 徹矢 ○

西川徹矢氏は、当社と工事請負などにか
かる損害保険の付保、工事の請負といっ
た取引がある損害保険ジャパン日本興亜
株式会社において、現在顧問を務めてお
ります。なお、平成26年度の同社への保
険料支払額は、当社の同年度における営
業費用の0.1％未満であり、平成26年度に
おける同社からの受注高は、当社の同年
度における受注総額の0.1％未満でありま
す。

西川徹矢氏は、警察、防衛省、内閣官房にお
ける要職を歴任された豊富な経験と卓越した
見識並びに弁護士としての専門的知見を有し
ており、これらを活かして、当社の経営を客観
的、中立的な立場から監視していただいている
ことから、社外監査役として適任と判断してお
ります。また、一般株主と利益相反の生じるお
それはないため、独立役員に指定しておりま
す。

独立役員の人数 5 名

当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。 

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

期間の成果を反映した報酬体系を採用しているため。 

ストックオプションの付与対象者

――― 

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

直前事業年度における当社の取締役及び監査役に対する報酬は以下のとおりです。 
 
取締役（社外取締役を除く）   ８名  413百万円 
監査役（社外監査役を除く）   ２名   55百万円 
社外役員              ５名   59百万円 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

あり

 取締役報酬は、平成11年６月29日開催の第97期定時株主総会決議に基づく月総額60百万円以内を限度として、取締役の評価及び報酬の決定
を公正かつ透明に行うために設置した「役員評価委員会」の審議により決定しております。 
 また、監査役報酬は、平成３年６月27日開催の第89期定時株主総会決議に基づく月総額13百万円以内を限度として、監査役会での協議により
決定しております。 

 社外取締役の職務執行にあたり、経営監督に資する情報等については本社管理部門が中心となり、適時提供する体制をとっております。 
 監査役を補助する使用人の専任組織として、監査役室を設置し、必要な人材を確保することにより、監査役監査において社外監査役をサポート
する体制をとっております。 

（１）ガバナンス機構に関する現状の体制 
・戦略決定・経営監督機能と業務執行機能を明確にし、効率的な運営を行うため、取締役の少数化と執行役員制度を導入しております。なお、執
行役員の選任を公正かつ透明に行うため、役員等推薦委員会を設置しております。 
・取締役会は、原則として毎月１回、その他必要に応じて開催し、法令及び定款に定められた事項並びに経営上の重要事項を審議・決定しており
ます。 
・取締役会の審議を更に活性化し、経営監督機能を強化するため、社外取締役２名を選任しております。 
・社外取締役は、取締役会に出席し、経営監督に資する情報等については本社管理部門が中心となり適時提供する体制を整えております。 

- 4 -



３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

 

 
（２）業務執行、監督機能等の充実に向けたプロセス 
・取締役会における経営上の意思決定内容等を、毎月開催する執行役員会議及び事業部門長会議において、指示・伝達するとともに、その業務
執行の進捗状況を確認しております。加えて、業務執行に関わる重要事項の決裁、戦略決定などを効率的に行うため各種会議体を、また諮問機
関として各種委員会を設置しております。 
・会社法及び金融商品取引法の会計監査について、新日本有限責任監査法人と監査契約を締結し、公正な監査を受けております。 
 
（３）監査役監査を支える人材・体制の確保状況 
・監査役が法令に定める権限を行使し、効率的な監査ができるよう、監査役を補助する使用人の専任組織として、「監査役室（常勤使用人）」を設
け、室員は、法務・経理の経験・知見のある者とし、監査役の直接指揮により、監査上必要な情報の収集の権限を持って、業務を行います。また、
室員の人事異動等については、事前に監査役会の同意を得ることとしております。 
・監査役の機能強化に係るその他の取り組み状況については、【監査役関係】欄に記載しております。 
 
（４）責任限定契約の内容について 
・取締役（業務執行取締役等であるものを除く）及び監査役（社外監査役含む）と、当社が締結している責任限定契約の概要は次のとおりです。 
取締役（業務執行取締役等であるものを除く）及び監査役（社外監査役含む）は、「その任務を怠ったことにより当社に損害を与えた場合におい
て、その職務を行うに当たり善意でありかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として当社に対して
損害賠償責任を負う。」 

取締役の少数化及び執行役員制度の導入により戦略決定・経営監督機能と業務執行機能を明確にし、取締役会の活性化を実現するとともに、
独立性の高い社外取締役及び社外監査役を選任すること等により、経営を客観的・中立的な立場から監視する体制が整っております。 
 
（１）経営監視機能の客観性及び中立性を、以下のとおり確保しております。 
・取締役会の審議を更に活性化し、経営監督機能を強化するため、独立役員の要件を満たした社外取締役を選任しております。 
・社外取締役及び社外監査役は、それぞれの経歴に基づく豊富な経験と卓越した見識から、必要な助言を適宜行っております。 
・社外監査役は独立役員の要件を満たしており、公平、公正の観点から、取締役の職務執行の全般を監査しております。 
 
（２）経営監視機能の強化に係る具体的な体制及び実行状況は、以下のとおりです。 
・監査役を補助する使用人の専任組織として、監査役室を設置し、必要な人材を確保することにより、監査役監査をより実効的に行える体制を整
えております。 
・監査役は、重要な会議への出席、役員・従業員からの十分かつ遅滞ない情報提供等により、経営監視の実効性を高めております。 
 
以上により、当社のコーポレート・ガバナンスは十分に機能していると判断しております。 
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Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

 

２．ＩＲに関する活動状況

 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 定時株主総会の招集通知を早期発送しております。

電磁的方法による議決権の行使
2014年６月開催の定時株主総会より、「電磁的方法による議決権の行使」を採用しておりま
す。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環
境向上に向けた取組み

2014年６月開催の定時株主総会より、「機関投資家向け議決権行使プラットフォーム」を採用
しております。

招集通知（要約）の英文での提供
株主総会招集通知の英訳版を作成し、東京証券取引所に提出するとともに、当社ホームペー
ジに掲載しております。

その他

早期情報開示の観点から、発送日前に株主総会招集通知及び事業報告等の添付書類一式
を当社ホームページに掲載しております。 
株主総会において、ビジュアルプレゼンテーションを実施しております。 
株主総会議案の決議結果について、賛否の票数も含めて当社ホームページに公表しておりま
す。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社ホームページに掲載しております。 
詳細については、下記をご参照ください。 
http://www.shimz.co.jp/ir/policy.html

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

社長自ら出席する証券アナリスト及び機関投資家を対象とした決算説明会
を、年２回（年度末、第２四半期末）開催しております。また、第１・３四半期末
には電話会議を開催しております。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
欧州、米国、シンガポール等の機関投資家を対象に、現地でＩＲミーティングを
開催しております。

あり

IR資料のホームページ掲載
当社ホームページに「株主・投資家情報」を開設し、決算情報等を掲載してお
ります。 
http://www.shimz.co.jp/ir/index.html

IRに関する部署（担当者）の設置 ＩＲに関する業務はコーポレート・コミュニケーション部が担当しております。

その他

証券アナリスト及び機関投資家を対象とした建設現場見学会及び社長による
経営トピックに関する懇談会を、年２～３回開催しております。また、株主を対
象とした会社施設見学会（シミズ・オープン・アカデミー※体験会等）を、年１回
開催しております。さらに、株主の皆様により一層当社への理解を深めていた
だくことを目的として、株主優待制度を今年も継続しております。 
 
※当社がＣＳＲ活動の一環として行っている、全国の青少年や一般の方々を
対象とした常設の公開講座

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

当社は、創業以来「論語と算盤」、即ち、道理にかなった企業活動によって、社会に貢献すると
ともに適正な利潤をいただくという考え方を、経営の基本理念としてまいりました。また、その精
神に則って制定した「企業倫理行動規範」において、「人を大切にする企業の実現」、「社会の要
請に応えた事業活動の推進」、「社会との共生」、「協力会社とのパートナーシップの保持」等、
各ステークホルダーの立場の尊重について明文化しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社独自のＣＯ2排出量削減目標「エコロジー・ミッション」を設定し、あらゆる事業領域で、地球
環境に配慮した取り組みを推進しております。 
コンプライアンスの徹底、品質と安全の確保を大前提に、お客様や社会にとって価値のある建
造物を提供しております。また、公開講座「シミズ・オープン・アカデミー」を通じて将来の日本の
ものづくりを担う人材育成に寄与するなど、社会の要請・期待に応える経営を実践しておりま
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す。その他具体的内容については、毎年６月に発行する「シミズＣＳＲ報告書」に記載するととも
に、当社ホームページでも公開しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は情報開示に対する基本的な考え方として、「企業倫理行動規範」で、「積極的かつ公正
に企業情報を開示することにより、開かれた企業として社会の信頼を得るとともに、内部情報管
理に関する社内規程等を順守し、インサイダー取引を行わない」と宣言しております。

その他

＜女性活躍推進の取組み＞ 
当社は、人材の多様性を推進し、一人ひとりの多様な個性や能力を最大限活かすことにより、
経営環境の変化に対応し企業価値向上を図ることを目指します。その一環である女性活躍推
進の取組みとして、女性管理職数を、2019年には、2014年から倍増することを目標とし、その実
現に向けた育成・活用施策を展開しています。女性のキャリア意識向上や形成に向けたフォロ
ーアップ研修や全社規模の女性フォーラムに加え、一人ひとりの個に着目したキャリア・コンサ
ルティングの充実、ワーク・ライフ・バランスをテーマにした交流会等、社員間のネットワーク構
築にも積極的に取組みます。 
 
詳細につきましては、以下のＵＲＬをご覧ください。 
http://www.shimz.co.jp/csr/human/job.html#diversity
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Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

当社は、業務の適正を確保するための体制を整備するため、「内部統制システム整備の基本方針」を取締役会で決議しております。 
１．コンプライアンス体制 
（１）役員・従業員の業務執行が法令及び定款に適合することを確保するため、「企業倫理行動規範」を制定し、法令順守をはじめとする、企業倫
理の徹底に取り組んでおります。 
（２）役員・従業員による「企業倫理行動規範」の徹底と実践的運用を行うため、教育・研修を実施するとともに、企業倫理担当役員の任命、企業
倫理委員会・企業倫理相談室の設置、内部通報制度の確立など、社内体制を整備しております。 
（３）建設業法の順守を更に徹底するため、取引業者との契約及び支払の適正化のための施策の展開と徹底並びに施工体制台帳の整備体制の
確立のための社内体制を整備しております。 
（４）独占禁止法違反行為を断固排除するため、独占禁止法順守プログラムを適宜見直すとともに、営業担当者の定期的な人事異動、教育・研修
の徹底、社内チェックシステム・社外弁護士事務所への通報制度の確立、行動基準の策定、違反者への厳格な社内処分の実施など、社内体制
を整備し徹底しております。 
（５）反社会的勢力・団体との関係を根絶するため、企業倫理行動規範に「反社会的行為の根絶」を明記するとともに、教育・研修の実施、不当要
求防止責任者の選任、不当要求を受けた場合の通報連絡体制の整備、取引業者との契約に暴力団等の関係排除条項明記など、実践的運用の
ための社内体制を整備し徹底しております。 
（６）国内外における贈賄防止を更に徹底するため、「企業倫理行動規範」に贈賄行為の禁止を明記するとともに、「贈賄防止規程」を制定し、実施
体制の確立、教育・研修、違反者への厳格な処分の実施など、社内体制を整備しております。 
 
２．内部監査体制 
内部統制・牽制機能として監査部を設置し、取締役会において承認された監査計画に基づき、業務執行部門の活動全般に関して内部監査を実
施し、監査結果を取締役に報告するとともに監査役に報告しております。 
 
３．リスク管理体制 
（１）総合的なリスク管理に関する規程を定め、当社及び子会社から成る企業集団に重大な影響を及ぼすリスク全般の管理及びリスク発生時の
対応を的確に行える体制を整備しております。 
（２）品質、安全、環境、災害、情報、事業損失等、機能別の諸種のリスクについては、その機能に応じて対応する部門・部署あるいは委員会等を
設けることにより、リスクの未然防止や再発防止等を的確に行える体制を整備しております。 
 
４．効率的な業務執行の体制 
（１）戦略決定・経営監督機能と業務執行機能を明確にし、効率的な運営を行うため、取締役の少数化と執行役員制度を導入しております。 
（２）取締役会の審議を更に活性化し、経営監督機能を強化するため、社外取締役を選任しております。 
（３）業務執行に関わる重要事項の決裁、戦略決定などを効率的に行うため各種会議体を設置し、取締役会が定めた取締役会規程付表「重要事
項の権限一覧表」に基づき審議、決定し、実施しております。 
（４）執行役員の選任を公正かつ透明に行うため役員等推薦委員会を、また取締役、執行役員の評価及び報酬の決定を公正かつ透明に行うため
役員評価委員会を設置しております。 
（５）執行役員は、取締役会において定めた職制規程、業務分掌規程、職務権限規程に基づいて業務を執行しております。 
 
５．業務執行に関する情報の保存及び管理 
  文書規程及び情報セキュリティポリシーを定め、取締役会議事録、稟議書類、各種契約書類その他の業務執行状況を示す主要な情報を適切
に保存・管理するとともに、電子情報を安全かつ有効に活用するための社内体制を整備しております。 
 
６．企業集団における業務適正化の体制 
（１）当社と子会社間で情報共有等を行う会議を定期的に開催するとともに、「子会社マネジメント規程」の定めにより、子会社の業務執行に係る
重要事項について、報告又は当社の承認を得ることを求め、管理を行っております。 
（２）当社の監査部による内部監査を実施するとともに、監査役の派遣等を通じて、適宜、子会社の適正な業務執行を監視しております。 
（３）子会社は、業務の適正を確保するため、事業の特性に応じて社内規程を整備し、内部通報制度の確立など、社内体制を整備しております。 
（４）財務報告の信頼性を確保し、社会的な信用の維持・向上に資するために必要な内部統制の体制を整備し、運用しております。 
 
７．監査役の監査体制に関する事項 
（１）監査役が法令に定める権限を行使し、効率的な監査ができるよう、監査役を補助する使用人の専任組織として「監査役室（常勤使用人）」を
設けております。 
（２）監査役室員は監査役の直接指揮により、監査上必要な情報の収集の権限を持って、業務を行っております。また、監査役室員の人事異動等
については、事前に監査役会の同意を得ることとしております。 
 
８．業務執行に関する監査役への報告体制 
（１）役員及び従業員は、監査役に対して、当社あるいは子会社に関し、法定の事項に加え、著しい信用失墜や損害を及ぼす恐れのある事象、社
内不祥事や法令違反等の重大な不正行為が発生した場合は、遅滞なく報告しております。また、当社の監査部が行う内部監査の結果や内部通
報制度による通報の状況についても報告しております。 
（２）当社及び子会社の役員及び従業員が、監査役への報告を行ったことを理由として、不利な取扱いを受けないことを確保するための体制を整
備しております。 
 
９．監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務に関する事項 
監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務は、監査役からの請求に基づき、当社にて速やかに処理しております。 
 
１０．監査役の重要会議への出席権の確保 
監査役による業務執行の監査が実効的に行われることを確保するため、代表取締役と監査役は、定期的に経営情報を共有する機会を持つとと
もに、「社長室会議」「事業部門長会議」など重要な会議に、監査役会の指名した監査役が出席しております。 
 
１１．監査役による計算書類等の監査に関する事項 
（１）監査役は、会計監査人の監査の方法・結果の相当性を判断し、会計監査人の取締役からの独立性を確保するため、会計監査人の年次監査
計画について事前に確認し、逐次、監査結果の報告を受けております。 
（２）監査役と会計監査人が相互に連携を保ち、効率的な監査のできる体制を確保しております。

前述の１「内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況」１．（５）に含めて記載しております。
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Ⅴその他 

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

買収防衛策の導入の有無 なし

――― 

引き続き、独占禁止法をはじめとする法令・社会規範の順守の徹底を図るとともに、環境経営、CSR経営を積極的に推進してまいります。 
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